
 

 

 

 

第１４７期定時株主総会招集ご通知に際してのインターネット開示事項 

 

（連結注記表、個別注記表） 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式会社ニコン 



 連結注記表  

 （連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記） 

1. 連結の範囲に関する事項 

（1） 連結子会社の数 ： 68 社 

 会社の名称 ： ㈱栃木 ニコン、 ㈱栃木ニ コンプレ シジョン、

㈱仙台 ニコン、 ㈱宮城ニ コンプレ シジョン、

㈱ニコンイメージングジャパン、㈱ニコンインステック、

Nikon (Thailand) Co., Ltd.、Nikon Imaging (China) 

Co., Ltd.、Nikon Hong Kong Ltd.、Nikon Inc.、Nikon 

Precision Inc.、Nikon Europe B.V. 他 

 新規連結子会社の数 ： ２社 

 会社の名称 ： Nikon (Russia) LLC.、 

Nikon Holdings Hong Kong Limited 

 当連結会計年度より Nikon (Russia) LLC.については重要性が高くなったことにより、

また、Nikon Holdings Hong Kong Limited については新たに設立したことにより連結

子会社に含めております。 

 連結除外子会社の数 ： 3社 

 会社の名称 ： Nikon Metrology NV の子会社３社 

 Nikon Metrology NV の子会社３社については、清算結了により連結子会社から除外し

ております。 

（2） 非連結子会社の数 ： 19 社 

 会社の名称 ： Nanjing Nikon Jiangnan Optical Instrument Co., Ltd. 他

 非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、持分に見合う当期

純損益及び持分に見合う利益剰余金等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ

しておりません。 

 

2. 持分法の適用に関する事項 

（1） 持分法適用関連会社の数 ： ２社 

 会社の名称 ： ㈱ニコン･エシロ－ル、㈱ニコン・トリンブル 

（2） 持分法を適用していない 

非連結子会社の数  

 

：

 

19 社 

 会社の名称 ： Nanjing Nikon Jiangnan Optical Instrument Co., Ltd. 他

（3） 持分法を適用していない 

関連会社の数 

 

：

 

９社 



 会社の名称 ： 日本システム制御㈱ 他 

 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、それぞれ、連結純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ､全体としても重要性がないため、持分法

の適用範囲から除外しております。 

 

3. 連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社のうち、Nikon Imaging (China) Co., Ltd.、Nikon Precision Shanghai Co., 

Ltd.、及び Nikon Imaging (China) Sales Co., Ltd.の決算日は 12 月 31 日です。 

このうち、Nikon Imaging (China) Co., Ltd.及び Nikon Imaging (China) Sales Co., Ltd.

については、連結財務諸表の作成にあたり、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用しております。 

 Nikon Precision Shanghai Co., Ltd.については、連結決算日との差は３ヶ月以内で

あるため、当該連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用しております。なお、連結決

算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 また、Nikon Metrology NV 及びその子会社の決算日は従来 12 月 31 日であり、連結財

務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりましたが、当連結会計年度より

決算日を３月 31 日に変更することといたしました。この決算期変更により、これらの会

社は平成 22 年１月１日から平成 23 年 3 月 31 日までの 15 ヶ月決算となっております。 

 

4. 会計処理基準に関する事項 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

 ① 有価証券 

・満期保有目的の債券・・・・・ 

 

・その他有価証券 

   時価のあるもの・・・・・・

 

 

 

   時価のないもの・・・・・・

 

償却原価法によっております。 

 

 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法によっ

ております。（評価差額は､全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は主として移動平均法により

算定しております。） 

主として移動平均法に基づく原価法によってお

ります。 

なお、投資事業有限責任組合への出資(金融商品

取引法第２条第２項により有価証券とみなされ

るもの)については、組合契約に規定される決算



報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額で取り込む方法によって

おります。 

 ② デリバティブ・・・・・・・・ 時価法によっております。 

 ③ たな卸資産 

・当社及び国内連結子会社・・・ 

 

 

・在外連結子会社・・・・・・・ 

 

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）に

より評価しております。 

原則として総平均法に基づく低価法により評価

しております。 

 

（2）固定資産の減価償却方法 

 ① 有形固定資産（リース資産 

  を除く） 

 ・当社及び国内連結子会社・・・

 

 ・在外連結子会社・・・・・・・・・

 

 

建物（建物附属設備を除く）については定額法、

建物以外については定率法を採用しております。

主として定額法を採用しております。 

 ② 無形固定資産（リース資産 

  を除く）・・・・・・・・・・・

 

定額法を採用しております。 

 ③ リース資産・・・・・・・・・ 所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかる

リース資産について、リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

（3）重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金・・・・・・・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討す

ることにより、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 

② 製品保証引当金・・・・・・・・ 一定期間無償修理を行う旨の約定がある製品に

対する修理費に充てるため、主として売上高基準

により計上しております。 



 

 

③ 退職給付引当金・・・・・・・・

 

当社及び主要な連結子会社においては、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

計上しております。過去勤務債務は、発生した期

から主として 10 年（平均残存勤務期間以内の一

定の年数）による定額法により費用処理しており

ます。数理計算上の差異は、発生した期の翌期か

ら主として 10 年（平均残存勤務期間以内の一定

の年数）による定額法により費用処理しておりま

す。なお、当社においては、執行役員の退職慰労

金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

 
④ 役員退職慰労引当金・・・・・ 当社は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外連結子会社等の資産及び負債は、連結決算日の

直物為替相場により、収益及び費用は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算調整勘定として表示しております。 

（5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法・・・・・・

 

 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。な

お、特例処理の要件を満たしている金利スワップ

については、特例処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象・・・

 

 

 

ヘッジ手段は為替予約、通貨オプション、通貨ス

ワップ及び金利スワップであります。ヘッジ対象

は、外貨建債権・債務、外貨建予定取引、社債及

び借入金であります。 

 

③ ヘッジ方針・・・・・・・・・

 

 

 

デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限

度額等を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に

係る為替相場変動リスク及び金利変動リスクを

一定の範囲内でヘッジしております。 



④ ヘッジ有効性評価の方法・・・

 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は

相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動

の累計又は相場変動を比較し、両者の変動額等を

基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略しております。 

（6）その他連結計算書類作成のための重要な事項 

 ① 消費税等の会計処理・・・・・・ 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 ② のれんの償却に関する事項・・・ のれんは、その金額が僅少なものは全額費用処理

しており、その他については主として 10 年間の

定額法により償却しております。 

 ③ 連結納税制度の適用・・・・・ 当社、及び一部の在外連結子会社をそれぞれ連結

納税親会社とする連結納税制度を適用しており

ます。 

 



5. 会計方針の変更 

(1)持分法に関する会計基準の適用 

当連結会計年度より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第 16 号 平成 20 年

３月 10 日公表分)及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第24号 平成20年３月10日)を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

なお、これによる損益に与える影響はありません。 

 

(2)資産除去債務に関する会計基準の適用 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第 18 号 平成

20 年３月 31 日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第 21 号 平成 20 年３月 31 日)を適用しております。これに伴う営業利益、経常利益に

与える影響は軽微ですが、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額として特別損失に

1,073 百万円を計上しております。 

 

6. 表示方法の変更 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22 号 平成 20 年 12 月 26 日）に

基づく財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成 21 年３月 24 日 内閣府令第５

号）の適用により、当連結会計年度より「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示

しております。 

 

7. 追加情報 

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 25 号 平

成 22 年６月 30 日）を適用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び「そ

の他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額は、「評価・換算差額等」及び「評

価・換算差額等合計」の金額を記載しております。 

 



 

（連結貸借対照表に関する注記） 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務  

 (1)担保に供している資産  

 投資有価証券 4,017 百万円

 合計 4,017 百万円 
 (2)担保に係る債務  

 短期借入金 60 百万円

 長期借入金 6,000 百万円

 合計 6,060 百万円 
２．有形固定資産の減価償却累計額 261,380 百万円

３．保証債務 1,659 百万円

 



（連結損益計算書に関する注記） 

１．減損損失 

  当社及び連結子会社は、日本、アジア及び欧州において、建物及び機械装置について

減損損失 397 百万円を特別損失に計上しております。遊休資産については、その帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、特別損失に計上しております。 

  主な内訳は建物及び構築物 66 百万円、機械装置及び運搬具 281 百万円、その他 49 百

万円であります。 

 

２．災害による損失 

  平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災により、損失 2,313 百万円を特別損失と

して計上しております。 

  主な内訳は、固定資産の原状回復費用 775 百万円、たな卸資産の原状回復費用 615 百

万円、及び廃棄・評価損 237 百万円等であります。 



（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 

前連結会計 

年度末株式数 

(株) 

当連結会計年度 

増加株式数 

(株) 

当連結会計年度 

減少株式数 

(株) 

当連結会計 

年度末株式数 

(株) 

発行済株式  

 普通株式 400,878,921 － － 400,878,921

 合計 400,878,921 － － 400,878,921

自己株式  

 普通株式 4,458,536 7,344 64,489 4,401,391

 合計 4,458,536 7,344 64,489 4,401,391

 

 

２．配当に関する事項 

 ①配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり

配当額 

(円) 

基準日 効力発生日 

平成22年６月29日

定時株主総会 
普通株式 1,585 4.00 平成22年３月31日 平成22年６月30日 

平成22年11月４日

取締役会 
普通株式 1,982 5.00 平成22年９月30日 平成22年12月１日 

 

 ②当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(百万円)
配当の原資

１株当たり

配当額

(円) 

基準日 効力発生日 

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 5,550 利益剰余金 14.00 平成23年３月31日 平成23年６月30日

 

３.新株予約権等に関する事項 

当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）

の目的となる株式の種類及び数 

 

普通株式数 664,900 株

 



（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達に

ついては主に銀行借入や社債発行による方針です。デリバティブは、外貨建ての債権

債務の為替変動リスクを回避するためや借入金の金利変動リスクを回避するためなど

に利用し、投機的な取引は行いません。 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該

リスクに関しては、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の

悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、グローバルに事業

を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒さ

れていますが、原則として外貨建ての営業債務をネットしたポジションについて主に

先物為替予約を利用してヘッジしております。 

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、定期的に

時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、満期保有目的の債券以外の

ものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが 1 年以内の支払期日です。

また、その一部には、原料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスク

に晒されていますが、概ね同じ外貨建ての売掛金残高の範囲内にあります。 

借入金のうち、短期借入金は主に運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は主に

運転資金や設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒

されていますが、このうち長期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避

し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引（金利スワップ取

引）をヘッジ手段として利用しています。デリバティブ取引の執行・管理については、

取引権限を定めた社内規程に従って行っており、また、デリバティブの利用にあたって

は、信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っています。 

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、コ

ミットメントライン契約締結などにより、リスクに対応しています。 

 

 



２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 23 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ

るものは、次表には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

 連結貸借対照表（*） 時価（*） 差額 

(１) 現金及び預金 181,077 181,077 －

(２) 受取手形及び売掛金 115,712 115,712 －

(３) 投資有価証券 45,911 46,546 635

(４) 支払手形及び買掛金 (171,735) (171,735) －

(５) 短期借入金 (14,972) (14,972) －

(６) 未払費用 (54,545) (54,545) －

(７) 未払法人税等 (2,520) (2,520) －

(８) 社債 (40,000) (40,600) △600

(９) 長期借入金 (26,460) (26,679) △219

(10) デリバティブ取引 (1,823) (1,823) －

（*） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

(注) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(１) 現金及び預金、並びに（２）受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

なお、受取手形及び売掛金の連結貸借対照表計上額及び時価は貸倒引当金控除後の金額

で表示しております。 

 
(３) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。 

なお、市場価格のない投資有価証券（連結貸借対照表計上額 10,391 百万円）は、将来

キャッシュ・フローを見積もることなどが出来ず、時価を把握することが極めて困難と認

められるため「（３）投資有価証券」には含めておりません。 

 

(４) 支払手形及び買掛金、（５）短期借入金、（６）未払費用、（７）未払法人税等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

 

(８) 社債 

社債の時価については、市場価格のあるものは市場価格に基づき算定しております。 

 



(９) 長期借入金 

長期借入金の時価については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等の適切な指標

に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。金利ス

ワップを利用している変動金利による長期借入金は、金利スワップの特例処理の対象とされ

ており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、国債の利回り等適切

な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

また、１年以内に期限の到来する流動負債に含まれている長期借入金を含めております。 

 

(10) デリバティブ取引 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味

の債務となる場合は、（ ）で示しております。 

なお、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一

体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しておりま

す。 

 



（１株当たり情報に関する注記） 

1. １株当たり純資産額 980円62銭

2. １株当たり当期純利益 68円90銭
  
   

  

 

 
記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 



  

 個 別 注 記 表  
 

１．重要な会計方針 

 (１)たな卸資産の評価基準及び評価方法  仕掛品については個別法による原価法、その他の

たな卸資産については総平均法による原価法によ

っております。 

貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切り下げの方法によっております。 

 

 (２)有価証券の評価基準及び評価方法   

   ・満期保有目的の債券        償却原価法によっております。 

 

   ・子会社株式及び関連会社株式    移動平均法による原価法によっております。 

 

   ・その他有価証券          時価のあるものについては、期末日の市場価格等

に基づく時価法によっております。（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定しております。） 

時価のないものについては、移動平均法に基づく

原価法によっております。 

なお、投資事業有限責任組合への出資（金融商品

取引法第２条第２項により有価証券とみなされる

もの）については、組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方法によっておりま

す。 

 

 (３)デリバティブの評価基準及び評価 

   方法                時価法によっております。 

 

  

 (４)固定資産の減価償却方法 

   ・有形固定資産（リース資産を除く） 建物（建物附属設備を除く）については定額法、

建物以外については定率法を採用しております。 

 

   ・無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。 

    



 
  

      ・リース資産            所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。 

 

(５)繰延資産の処理方法         社債発行費は支出時に全額費用として処理してお

ります。 

 (６)引当金の計上基準 

   ・貸倒引当金            債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討する

ことにより、回収不能見込額を計上しております。 

 

   ・製品保証引当金          一定期間無償修理を行う旨の約定がある製品に対

する修理費に充てるため、売上高基準により計上

しております。 

 

   ・退職給付引当金          従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。なお、過去勤務債務は、発

生した期から 10 年（平均残存勤務期間以内の一定

の年数）による定額法により費用処理しておりま

す。また、数理計算上の差異は、発生した期の翌

期から 10 年（平均残存勤務期間以内の一定の年

数）による定額法により費用処理しております。 

また、執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

   ・役員退職慰労引当金        役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。 

 

 (７)外貨建の資産及び負債の 

   本邦通貨への換算基準        外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 



 
  

 (８)ヘッジ会計の方法 

   ①ヘッジ会計の方法         原則として繰延ヘッジ処理によっております。な

お、特例処理の要件を満たしている金利スワップ

については、特例処理によっております。 

 

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象      ヘッジ手段は、為替予約取引、通貨オプション取

引、金利スワップ取引であります。ヘッジ対象は、

外貨建債権・債務、外貨建予定取引、社債及び借

入金であります。 

 

   ③ヘッジ方針            デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度

額等を定めた内部規程に基づき、ヘッジ対象に係

る為替相場変動リスク及び金利変動リスクを一定

の範囲内でヘッジしております。 

 

   ④ヘッジ有効性評価の方法      ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は

相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動

の累計又は相場変動を比較し、両者の変動額等を

基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。

ただし、特例処理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略しております。 

 

 (９)消費税等の会計処理         消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

 

 (１０)連結納税制度の適用        連結納税制度を適用しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
  

２．重要な会計方針の変更 

   当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18 号 平成 20 年 3

月 31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 21

号 平成 20 年 3 月 31 日）を適用しております。これに伴う営業利益、経常利益に与える

影響は軽微ですが、資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額として特別損失に 592 百万

円を計上しております。  

 

３．貸借対照表等に関する事項 

(１)担保に供している資産及び担保に係る債務 

   ①担保に供している資産 

 投資有価証券 4,017百万円 
   ②担保に係る債務 

 １年内返済予定の長期借入金 60百万円

 長期借入金 6,000百万円

 計 6,060百万円 
 

(２)有形固定資産の減価償却累計額 182,722百万円

(３)保証債務等 

被保証者 保証金額 保証債務の内容 

 従業員（592名） 1,533百万円従業員の住宅ローン等の保証 

 Nikon (Thailand) Co., Ltd. 990百万円借入金に対する保証 

 Nikon Imaging (China) Co.,Ltd. 332百万円借入金に対する保証 

 その他 730百万円借入金等に対する保証 

 計 3,586百万円 
 

 (４)関係会社に対する金銭債権、金銭債務 

     短期金銭債権                        82,449 百万円 

     長期金銭債権                        10,799 百万円 

     短期金銭債務                        58,576 百万円 

 

 

４．損益計算書に関する事項 

 (１)関係会社との取引高 

   営業取引高 

    関係会社への売上高                    537,834 百万円 

    関係会社よりの仕入高                   245,487 百万円 

   営業取引以外の取引高                     14,656 百万円 

 

  

(２)減損損失 

   遊休資産については、その帳簿価額を回収可能価額まで減額し、特別損失に計上してお

ります。主な内訳は、機械装置であります。 

 



 
  

(３)災害による損失 

  平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災により、損失 1,040 百万円を特別損失とし

て計上しております。主な内訳は、たな卸資産の原状回復費用 524 百万円、固定資産の

原状回復費用 247 百万円等であります。 

    

５．株主資本等変動計算書に関する事項 

 

  当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

   普通株式                     4,401,391 株 

 

 

６．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産) 

 たな卸資産 24,900百万円

 減価償却費 15,232百万円

 退職給付引当金 6,596百万円

 未払賞与 3,108百万円

 その他 7,045百万円

 繰延税金資産合計 56,883百万円

(繰延税金負債) 

 買換資産圧縮積立金 ▲3,507百万円

 その他有価証券評価差額金 ▲1,694百万円

 資産除去債務 ▲285百万円

 特別償却準備金 ▲19百万円

 その他 ▲11百万円

 繰延税金負債合計 ▲5,518百万円

繰延税金資産の純額 51,364百万円

 

（注）繰延税金資産の算定にあたり控除した評価性引当額は、3,630 百万円であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
  

７．関連当事者に関する事項 

 

 

                                   （単位：百万円） 

関連当事者との関係 

属性 会社の名称 

議決権等 

の所有 

割合 

(％) 

役員の

兼任 

事実上の 

関係 

取引の内容 
取引金額 

（注６） 
科目 

期末残高

（注６）

（注７）

Nikon Europe   

B.V. 100.0 
1人 当社製品の

販売 

映像事業製品

の販売    

(注１) 

133,312 売掛金 12,871

Nikon Inc. 

100.0 
1人 当社製品の

販売 

映像事業製品

の販売    

(注１) 

126,090 売掛金 11,905

Nikon Precision

Inc. 100.0 
1人 当社製品の

販売 

精機事業製品

の販売 

(注１) 

68,110 売掛金 5,576

Nikon Imaging 

(China) Sales 

Co.,Ltd. 
100.0 － 当社製品の

販売 

映像事業製品

の販売    

(注１) 

57,629 売掛金 9,882

Nikon Hong Kong

Ltd. 100.0 1人 当社製品の

販売 

映像事業製品

の販売    

(注１) 

58,503 売掛金 6,625

Nikon 

(Thailand) Co.,

Ltd. 
100.0 1人 当社製品の

製造 

映像事業製品

の製造    

(注２) 

125,640 買掛金 13,307

Nikon Americas 

Inc. 

 

100.0 2人 持株子会社
短期資金の 

貸付(注３) 
－ 短期貸付金 9,747

Nikon Metrology

NV 

 

100.0  1人 持株子会社
長期資金の 

貸付(注４) 
9,052 長期貸付金 9,052

子会社 

㈱栃木ニコン 

       

  

100.0 － 当社製品の

製造 

金銭の消費 

寄託(注５) 
－ 預り金 6,850

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 

（注１）製品の販売については、市場実勢を勘案して取引条件を決定しております。 

（注２） 製品の製造については、市場相場から算定した価格、発注先からの見積もりを検討の上、

都度交渉して取引条件を決定しております。 

（注３）当社グループは、キャッシュ・マネージメント・システム（以下ＣＭＳ）を導入してお

りますが、ＣＭＳを用いた資金取引について取引の内容ごとに取引金額を集計すること

は実務上困難であるため、期末残高のみを表示しております。なお、子会社への貸付及

び子会社からの借入については、市場金利を勘案して合理的に利率を決定しております。 



 
  

（注４）子会社への貸付及び子会社からの借入については、市場金利を勘案して合理的に利率を

決定しております。 

（注５）当社グループは、キャッシュ・マネージメント・システム（以下ＣＭＳ）を導入してお

りますが、ＣＭＳを用いた資金取引について取引の内容ごとに取引金額を集計すること

は実務上困難であるため、期末残高のみを表示しております。なお、金銭の消費寄託に

ついては、市場金利を勘案して合理的に利率を決定しております。 

（注６）取引金額及び海外子会社の期末残高には消費税等を含めておりません。 

（注７）期末残高には、外貨建金銭債権債務の場合、期末日の直物為替相場により円貨に換算し

た金額で表示しております。 

 

 

８．退職給付関係 

 (１)退職給付制度の概要 

    当社は、退職給付制度として確定給付企業年金法に基づく規約型確定給付企業年金制度

（キャッシュバランスプラン）を採用しております。また、その将来分の一部について

は確定拠出年金制度を採用しております。 

 

 (２)退職給付債務に関する事項 

      退職給付債務                ▲83,834 百万円 

      年金資産                   67,067 百万円 

      未積立退職給付債務             ▲16,766 百万円 

      未認識数理計算上の差異            12,098 百万円 

      未認識過去勤務債務              ▲6,088 百万円 

      退職給付引当金               ▲10,756 百万円 

 

    なお、年金資産には退職給付信託 2,544 百万円が含まれております。 

    また、退職給付債務には執行役員退職慰労引当金 208 百万円が含まれております。 

 

 (３)退職給付費用に関する事項 

      勤務費用                    2,239 百万円 

      利息費用                    2,109 百万円 

      期待運用収益                 ▲1,333 百万円 

      数理計算上の差異の費用処理額          3,535 百万円 

      過去勤務債務の費用処理額           ▲1,885 百万円 

      小計                      4,665 百万円 

      その他                     ▲266 百万円 

      退職給付費用                  4,398 百万円 

    （注）勤務費用には執行役員に関するものが含まれております。  



 
  

また、上記の退職給付費用以外に確定拠出年金掛金 936 百万円が計上されております。 

    なお、確定拠出年金掛金は「売上原価」及び「販売費及び一般管理費の退職給付費用」

に計上されております。 

 

 (４)その他 

      割引率                 2.5％ 

      期待運用収益率             2.0％ 

 

 

９．１株当たり情報に関する注記 

       １株当たり純資産額              732 円 93 銭 

       １株当たり当期純利益              32 円 49 銭 

 

 

１０．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 




